
（第三種郵便物認可） ２０１１年４月２５日大阪歯科保険医新聞 （５、15、25日発行）

通　院 入　院

大阪府 ３歳未満まで 就学前まで

東 京 都 中学校３年まで 中学校３年まで

神奈川県 就学前まで 中学校３年まで

愛 知 県 就学前まで 中学校３年まで

京 都 府 就学前まで 小学校６年まで

兵 庫 県 小学校３年まで 中学校３年まで

82％ 80％ 77％ 73％

府政について、特にとりくんでほしい課題は（「読売」世論調査  2010年１月）

●産業や経済の活性化 ●医療や福祉の充実 ●雇用問題 ●教育や青少年対策

（８）
　

⑤
レ
セ
プ
ト
オ
ン
ラ
イ
ン
請
求
の
義
務
化
撤
回

　

協
会
・
保
団
連
は
、
レ
セ
プ
ト
オ
ン
ラ
イ
ン
請
求

の
義
務
化
撤
回
を
求
め
て
行
政
訴
訟
を
提
起
し
、
社

会
問
題
へ
と
発
展
さ
せ
た
。
横
浜
地
裁
・
大
阪
地
裁

あ
わ
せ
約
２
２
０
０
人
の
原
告
団
が
組
織
さ
れ
る
中

で
、
厚
労
省
は
義
務
化
省
令
を
廃
止
し
、
紙
媒
体
で

の
請
求
を
認
め
る
な
ど
の
新
省
令
で
譲
歩
し
て
き

た
。
協
会
や
医
療
関
係
団
体
を
は
じ
め
と
す
る
国
民

の
運
動
が
政
権
を
動
か
し
始
め
て
い
る
。

４
、
大
阪
府
政
・
大
阪
市

政
の
状
況

　

府
民
の
生
活
は
、
ま
す
ま
す
厳
し
い
状
況
に
あ

る
。
大
阪
の
完
全
失
業
率
は
２
０
１
０
年
の
７
〜
９

月
期
で
７
・
７
％
と
全
国
最
悪
と
な
り
、
大
阪
の
企

業
倒
産
は
全
国
の
15
・
６
％
（
２
０
０
９
年
）
に
上

っ
て
い
る
。
生
活
保
護
率
も
全
国
の
１
・
53
％
に
対

し
て
大
阪
は
３
・
23
％
で
全
国
一
の
高
率
で
あ
る

（
２
０
１
０
年
９
月
）。

　

雇
用
者
報
酬
は
２
０
０
０
年
か
ら
２
０
０
８
年
の

間
に
、
全
国
で
３
・
３
％
の
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
の

に
対
し
、
大
阪
は
マ
イ
ナ
ス
11
・
０
％
と
大
き
く
落

ち
込
ん
で
い
る
。

　

国
保
料
の
滞
納
世
帯
率
は
２
０
１
０
年
６
月
時
点

で
24
・
９
％
と
全
国
一
、
資
格
証
明
書
の
発
行
数
は

２
万
７
４
８
４
世
帯
に
上
っ
て
い
る
。
就
学
援
助
受

（
１
）
府
民
要
求
と
乖
離
す
る
橋
下

「
改
革
」

給
率
は
全
国
の
13
・
２
％
に
対
し
て
、
大
阪
は
28
・

４
％
と
倍
以
上
に
な
っ
て
い
る
（
２
０
０
８
年
）。

　

『
読
売
新
聞
』
の
世
論
調
査
で
は
、
府
政
で
優
先

的
に
取
り
上
げ
て
欲
し
い
課
題
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、

ベ
ス
ト
３
は
、「
産
業
や
経
済
の
活
性
化
」
82
％
、

「
医
療
や
福
祉
の
充
実
」
80
％
、「
雇
用
問
題
」
77

％
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
大
阪
自
治
体
労
働
組
合
総
連

合
が
36
市
町
村
・
４
１
７
２
件
か
ら
回
答
を
得
た
府

民
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、「
地
域
・
救
急
医
療
の
充

実
」
83
・
４
％
（
Ｄ
Ｉ
値
、
以
下
同
じ
）、「
高
齢
者

・
障
害
者
・
子
育
て
支
援
」
81
・
３
％
、「
雇
用
体

質
の
充
実
」
73
・
３
％
、
が
ベ
ス
ト
３
で
あ
っ
た
。

一
方
、
切
実
さ
を
感
じ
な
い
施
策
は
「
府
庁
の
Ｗ
Ｔ

Ｃ
移
転
」
マ
イ
ナ
ス
３
・
５
％
、「
ベ
イ
エ
リ
ア
開

発
促
進
」
マ
イ
ナ
ス
10
・
１
％
、「
福
祉
教
育
削
っ

て
府
財
政
再
建
」
マ
イ
ナ
ス
31
・
６
％
で
あ
っ
た
。

府
民
は
、
巨
大
開
発
よ
り
も
暮
ら
し
と
営
業
の
応
援

を
求
め
て
い
る
。

※
Ｄ
Ｉ
値
：
切
実
だ
と
思
う
人
の
数
か
ら
思
わ
な
い

人
の
数
を
差
し
引
い
て
パ
ー
セ
ン
ト
表
示
し
た
値

3.9％
3.1％

1.47％

△8.8％

△11％

△3.3％

大阪の倒産
件数は2296件で
全国の15.6％

大阪

大阪

大阪6.6％

5.1％

（全国ワースト２位）
大阪 全国

28.4％

13.2％

大阪 全国

全国

全国

全国

完全失業率
（2009年度）

企業倒産率
（前年比･2009年）

生活保護率
（2009年）

雇用者報酬
（2000年～ 2008年）

就学援助受給率
（2008年）

　

橋
下
府
政
の
も
と
で
国
保
の
広
域
化
が
進
め
ら
れ

よ
う
と
し
て
い
る
。
市
町
村
国
保
会
計
の
悪
化
は
、

１
９
７
０
年
代
に
60
％
近
く
あ
っ
た
国
庫
負
担
金

が
、
近
年
は
25
％
程
度
に
削
減
さ
れ
た
た
め
に
国
保

料
（
税
）
が
高
額
と
な
り
、
未
収
額
が
膨
大
と
な
っ

て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
国
保
会
計
の
最
大
支
出
項
目

で
あ
る
医
療
給
付
費
が
、
広
域
運
営
に
よ
っ
て
削
減

さ
れ
る
こ
と
は
あ
り
得
な
い
。

　

そ
れ
ど
こ
ろ
か
、
国
保
が
広
域
化
さ
れ
れ
ば
①
一

般
会
計
法
定
外
繰
入
が
で
き
な
く
な
る
こ
と
に
よ
っ

て
世
帯
平
均
２
万
円
の
保
険
料
値
上
げ
と
な
る
②
累

積
赤
字
を
解
消
す
る
た
め
の
徴
収
強
化
と
保
険
料
値

上
げ
に
つ
な
が
る
③
条
例
減
免
制
度
は
最
低
限
の
制

度
以
外
ほ
ぼ
廃
止
と
な
る―

―

こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

　

大
阪
の
市
町
村
で
は
、
国
庫
負
担
削
減
分
を
カ
バ

ー
し
よ
う
と
、
一
般
会
計
か
ら
年
間
３
０
０
億
円
の

法
定
外
繰
入
を
し
て
い
る
。
こ
れ
を
加
入
者
が
負
担

す
る
と
１
世
帯
当
た
り
２
万
円
の
保
険
料
増
に
な

る
。
ま
た
、
府
内
の
多
く
の
市
町
村
が
抱
え
て
い
る

累
積
赤
字
を
保
険
料
に
上
乗
せ
し
て
解
消
す
る
公
算

が
高
い
。
２
０
０
８
年
度
ベ
ー
ス
で
換
算
し
て
１
世

帯
あ
た
り
、
大
阪
市
は
７
万
４
０
０
０
円
、
箕
面
市

や
守
口
市
は
13
万
円
、
門
真
市
は
22
万
円
、
阪
南
市

は
15
万
円
の
上
乗
せ
が
必
要
に
な
る
。

（
２
）
広
域
化
は
保
険
料
の
値
上
げ

に
直
結
す
る

（
３
）
大
阪
都
構
想
は
府
民
施
策
の

放
棄
、
暮
ら
し
優
先
で
地
域
経
済

再
生
を

イ
エ
リ
ア
開
発
や
り
ん
く
う
タ
ウ
ン
を
は
じ
め
、
大

阪
市
の
テ
ク
ノ
ポ
ー
ト
計
画
や
Ｗ
Ｔ
Ｃ
開
発
な
ど
に

巨
費
を
投
入
し
た
事
業
は
こ
と
ご
と
く
失
敗
し
、
府

市
の
財
政
は
悪
化
し
て
き
た
。
そ
し
て
、「
財
政
再

建
」
の
名
で
住
民
施
策
に
し
わ
寄
せ
さ
れ
て
き
た
。

　

橋
下
府
政
の
「
財
政
構
造
改
革
プ
ラ
ン
」
も
そ
の

一
つ
で
、
福
祉
医
療
費
助
成
制
度
の
見
直
し
、
府
営

住
宅
の
半
減
、
中
小
企
業
の
融
資
制
度
改
悪
な
ど
、

府
の
責
任
を
投
げ
出
そ
う
と
し
て
い
る
。

　

「
大
阪
都
」
構
想
は
、
大
阪
府
、
大
阪
市
、
堺
市

と
そ
の
周
辺
の
市
を
再
編
・
統
合
す
る
構
想
で
、
大

阪
市
は
８
〜
９
区
、
堺
市
は
３
区
に
分
割
、
周
辺
の

衛
星
都
市
と
と
も
に
人
口
約
30
万
人
の
「
特
別
区
」

に
す
る
と
い
う
も
の
。
東
京
都
の
例
に
よ
れ
ば
、

「
特
別
区
」
に
な
れ
ば
市
の
収
入
だ
っ
た
固
定
資
産

税
や
法
人
市
民
税
の
45
％
が
「
都
」
に
吸
い
上
げ
ら

れ
る
こ
と
に
な
る
。
さ
ら
に
、「
特
別
区
」
の
権
限

は
、
東
大
阪
市
や
高
槻
市
の
よ
う
な
「
中
核
市
」
よ

り
も
低
い
。
毎
日
新
聞
社
が
２
０
１
０
年
10
月
に
東

京
23
区
長
に
実
施
し
た
大
阪
都
構
想
に
関
す
る
ア
ン

ケ
ー
ト
で
は
、「
評
価
す
る
」
と
回
答
し
た
区
長
は

な
く
、「
迅
速
な
政
策
実
行
」「
産
業
活
性
化
」
な
ど

の
実
現
性
に
つ
い
て
は
、
ほ
と
ん
ど
が
「
困
難
」

「
判
断
不
能
」
と
答
え
て
い
る
。
ま
た
、「
東
京
都

が
都
知
事
の
強
力
な
行
政
権
の
下
、
一
体
的
な
行
政

運
営
が
な
さ
れ
て
い
る
と
理
解
し
て
い
る
の
な
ら
大

き
な
誤
解
」（
豊
島
区
長
）
な
ど
の
厳
し
い
意
見
が

出
さ
れ
て
い
る
。

　

「
大
阪
都
」
構
想
に
は
、
住
民
向
け
の
施
策
を
廃

止
・
縮
小
し
な
が
ら
、
権
限
委
譲
で
生
ま
れ
た
財
源

と
権
限
を
、
淀
川
左
岸
線
延
伸
部
（
３
５
０
０
〜
４

０
０
０
億
円
）
や
な
に
わ
筋
線
（
２
５
０
０
〜
４
０

０
０
億
円
）
な
ど
の
巨
大
開
発
に
投
入
す
る
狙
い
が

あ
る
。
い
わ
ば
、
大
企
業
呼
び
込
み
で
経
済
を
活
性

化
さ
せ
よ
う
と
い
う
、
破
た
ん
済
み
の
古
い
政
策

を
、
新
た
な
装
い
で
焼
き
直
す
方
策
だ
と
言
え
る
。

　

内
閣
府
が
ま
と
め
た
「
地
域
の
経
済
２
０
０
５
」

で
は
、
企
業
誘
致
と
製
造
業
の
新
規
求
人
の
増
加
と

を
調
査
し
、「
補
助
金
の
効
果
が
明
確
に
現
れ
て
い

る
と
は
言
い
切
れ
な
い
」
と
結
論
付
け
て
い
る
。

　

一
方
、「
大
阪
都
」
構
想
に
批
判
的
な
平
松
大
阪

市
長
も
、「
９
年
間
で
２
７
０
０
億
円
の
収
支
不

足
」
だ
と
し
な
が
ら
も
、
淀
川
左
岸
線
２
期
工
事

（
総
工
費
１
０
０
０
億
円
）
は
継
続
、
橋
下
知
事
が

要
求
す
る
淀
川
左
岸
線
延
伸
部
建
設
（
総
工
費
３
０

０
０
億
円
）
な
ど
も
検
討
対
象
に
し
て
い
る
。
そ
の

一
方
で
、
新
た
な
市
政
改
革
基
本
方
針
で
、「
毎
年

１
２
０
億
円
の
経
費
縮
減
が
必
要
」
だ
と
し
て
、
敬

老
パ
ス
を
は
じ
め
と
す
る
市
民
向
け
の
単
独
事
業
の

全
面
見
直
し
や
市
営
住
宅
の
家
賃
減
免
制
度
の
縮
小

な
ど
、
開
発
優
先
を
改
め
る
姿
勢
は
な
い
。

レセプトオンライン請求の義務化撤回を
求めた提訴行動　　　　　　　　　　　

全国最
低

レベル
こどもの医療費助成

（2010年４月１日現在）

《
７
面
か
ら
つ
づ
く
》

　

関
西
空
港
を
テ
コ
に
企
業
進
出
を
当
て
込
み
、
ベ

府民が求めている大阪府の施策は
（大阪自治労連  府民アンケート  36市町村、4172件）

（DI値）

地域医療・救急医療の充実 83.4
高齢者・障害者・子育て支援 81.3
雇用対策の充実 73.3
中小企業支援強化 66.4
少人数学級の実現 29.0
大企業誘致の促進 21.7
関西空港活性化 14.5
府庁のWTC移転 －3.5
ベイエリア開発推進 －10.1
福祉教育削って府財政再建 －31.6

※DI値＝それぞれの施策に対する府民の要求の強さの度合いを表
示するために、「強く思う」「やや思う」と回答した割合から「あまり
思わない」「思わない」と回答した人を差し引いた数値を表示（％）

強
く
思
う

思
わ
な
い

《
９
面
に
つ
づ
く
》

大阪府民生活の厳しい状況


